
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  例年実施している政府予算の分析のセミナーです。自治体議員・労働組合役員はもとより、ぜ

ひ財政担当者に参加してほしい企画です。 

  2024 年度の地方財政計画を中心に解説します。福祉や教育予算についても特徴的なものを分

析してお伝えします。12 月 8 日、政府は、2024 年度予算編成方針を閣議決定しました。2024 年

度予算は、2023 年度補正予算と一体として、デフレからの完全脱却の実現に向け、少子化対策・

こども政策の抜本強化などの重要な政策課題について、必要な予算措置を講ずるなど、メリハリ

の効いた予算編成を行うとしています。 

  また、さいたま市では、2022 年度決算が「不認定」となったことから、予算への監視が厳し

くなることが予想されます。 

  財政担当者は特に歳入 

が気になるところでしょう。地方交付税や各種交付金などの動向も例年詳しく解説しています。 

  たくさんの方々にご参加いただけるようお待ちしています。 

主催：（公財）埼玉県地方自治研究センター  後援：県労評会館、自治労埼玉県本部 
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当日参加も歓迎ですが、資料準備のためできるだけ事前にお申し込みください。 

申し込み先  ＦＡＸ ０４８－８３６－１１１３ 

       E-mail info@saita-jichi.jp 

参加申込書 

日 時：2024 年２月 10 日（土）14 時～16 時頃 

場 所：さいたま共済会館 504 会議室 

（さいたま市浦和区） 

講 師：菅原敏夫 東京自治研センター理事 

資料代：500 円（賛助会員・構成員は無料）   



 


